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講演の概要	

1.  地球温暖化問題を巡る動向 
・ 世界の動き 
・ 我が国の中期温暖化対策評価について 

2.  自動車用エネルギー需給の諸問題 
・ 世界の動向 
・ 次世代自動車技術 

3.  我が国の免許保有者と利用状況のパターン 
・ パーソントリップ調査と高齢化 

4.  Web調査による首都圏の利用状況の実態 
・ 調査の概要と結果 

5.  PIHVの導入評価 
・ PIHVの導入評価	




松村、｢地球環境問題-この1年を概観する」,資源環境対策、2009年12月	




ハドレー気候センターによる平均気
温の長期的変化	


SIDC による太陽黒点数(月平均) 
の長期的変化	




太陽の活動と平均気温の推移	


ｰ 過去、気温の推移と太陽活動の相関は高い 
ｰ しかし、1975年以降両者の動きに差が生じる　　	




CO2排出の部門別動向	


国立環境研究所、日本国温室効果ガスインベントリ報告書、2009年4月	




我が国の中期温暖化対策評価　 
(内閣府：政府懇談会　２００９年４月） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tikyuu/kaisai/dai07kankyo/index.pdf	


○日本の６研究機関による４種類の異なるタイプのエネルギー経
済モデルによる評価 

•  積み上げ型世界モデル（RITE、国立環境研究所） 

•  積み上げ型日本モデル(日本エネルギー経済研究所、国立環境
研究所) 
→ 基本構造は経済、エネルギー需要所与のもとで削減技術導
入のための費用を算出 

•  トップダウン型世界経済モデル(日経研究センター、慶応大学、
国立環境研究所） 

•  トップダウン型日本経済マクロモデル(日経研究センター） 
→ CO2排出削減のための技術導入と産業への影響評価。扱え
る技術選択肢には限度がある。	




評価の前提条件	


・ ２０２０までの基準ケースでは、GDPは約20%成長するという仮定。
数値の評価はここを基準としての｢押し下げ｣であることに注意。 

・  ２０２０年でのGDP６％押し下げは、年平均成長率を約0.9%に押し
下げることを意味する。ただし対策の間接影響評価には限界がある。	






基本は直接的な省エネルギー技術の導入オプション	




中期温暖化対策評価の意義と残された課題点	


•   我が国を代表するエネルギー・経済の研究機関によるモデル評価の
比較。技術選択モデル、経済モデルはいずれもタイプは異なるにもかか
わらず比較的整合的な数値を導いている。画期的な評価といえる。 
•    ただし、技術積み上げモデルでは産業構造の転換や需要の構造的
な変化に乏しく、経済モデルも技術導入のオプションは限られている点
に留意して結果を解釈すべき 
•    対策技術は、直接的な省エネルギー技術・温暖化対策技術に限定さ
れている。技術積み上げモデルでは、必要な投資の拡大は示されるが、
その経済への間接波及効果までは含まれない。（例えば、ICTの普及拡
大による社会と産業へのインパクト) 
•   高齢化、少子化という社会の構造的変化、マーケットの嗜好変化など
は明示的に扱われていない。 
• また、温暖化の被害そのものも評価には含まれていない(不確実性と金
銭評価の困難さのため） 
→ 以上は今回のモデル評価の批判ではなく、今後検討すべき課題の出
発点の掲示	




自動車を巡る問題	


•  世界的に見ると、中国･インドをはじめ、自動
車輸送需要は過去のトレンドから見てもなお
増えよう。	


•  郊外･農村部では大量公共交通導入には限
度があり、自動車の役割は大きい。	


•  しかし、石油資源の今後には、悲観説(オイ
ルピーク説)を取らないとしても、次第に生産
条件が悪くなりコストが上昇することは避けら
れない。	


•  潜在的な需要の将来の増加には対応しきれ
ない。	




世界の自動車保有率(1000人当たり台)の推移　IPCC-AR4-WG3-Chap.5 



世界主要地域の一人当たりGDP-PPP値と一人あたり輸送用石油製品需要の関係 
Per capita GDP-PPP in major regions vs. per capita transportation fuel consumption 



世界主要地域の一人当たりGDP-PPP値と一人あたり電力需要の関係 
Per capita GDP-PPP in major regions vs. per capita electric power consumption 



将来自動車技術の可能性	


•  燃費の向上 → 現行エンジンの改良 
　　　　　　　　→ ハイブリッド自動車	


•  燃料の代替 → 石油起源燃料から合成燃料、 
　　　　　　　　　　水素への移行	


•  異なるエネルギー源への移行 
　　　　　　　　 →　電気自動車　 

•  運用の効率化 → 共同配送、ITSなど　　　　	


→ これらの手段は必ずしも競合しない。	




輸送部門(自動車を中心)のCO2排出削減対策の階層図	


- 車両本体の効率改善のみでは不十分	


- 人流･物流、地域内･地域間、移動目的等
多面的な視点が必要。	






貨物輸送における手段別炭素排出量比較 	


・運輸部門の削減は、いずれの国でも困難。	


・人流、物流とも自動車からのマス輸送には、簡単には変更が
難しい。	


・輸送機器、道路の拡幅等はリバウンドを呼び起こしやすい。	


・ヨーロッパの一部都市のような統合化がどこまで可能か? 



将来エネルギー源の可能性	


•  非在来型石油・石炭液化など合成燃料 
 → 資源量は莫大。技術は確立されている 
　　 温暖化抑制には寄与しない。	


•  バイオマス燃料 
 → 潜在的資源量は大きい。 
　　 それ自体は温暖化を引き起こさない。	


•  水素 
 →  水素製造の原料は多種多様。燃料電池電
気自動車の高いエネルギー効率。実用･普及に
はもう少し時間が必要	




バイオマス燃料	


•  穀物、キャッサバ、パームオイル、サトウキビ
などデンプンや糖分を起源とする燃料合成 
→ エタノール	


•  木・草・穀物の葉や茎からの燃料合成 
→ 糖化してエタノール合成や熱分解・ガス化	


•  野菜くず、食品ごみ、畜糞、下水汚泥など 
→ メタン発酵	




木質系･廃棄物系バイオマス利用	


•  木質系：量は大きいが密度は低い 
→　人手による収集コストがかかる 
→　残渣利用に課題	


　人手＝エネルギー・環境負荷ではない。新し
い社会システムのもとでは可能性大 

•  廃棄物系： 密度はさらに低い。 
化石燃料大体資源と言うより、地域不要物の
効率的処理あるいは有効利用方策	




穀物起源バイオマス燃料	


(+) 技術的には確立されている	

(+) 農業振興策の一手段	

(+) 穀物生産のノウハウには長い蓄積がある 

(-) 「食糧を自動車に食わせる」	

(-) 世界にある飢餓人口と分配の不公平	

(-) 先進国の｢事業化｣が途上国に「穀物は燃料
生産でビジネスになる」というメッセージを送
ることによる市場のかく乱	


(-) 長期的な人口増加に食糧生産が追いつくか	




バイオ燃料の合成フロー,　Hamelinck and Faaij, 2006    IPCC-AR4-Chap.5 



バイオ系燃料のコスト比較と石油価格の分布	




ディーゼルエンジンの可能性	


•  中距離･長距離輸送には内燃機関の技術
とインフラがなお現実的。	


•  ディーゼルエンジンには軽油のほか，DME
やGTLなどBDF以外にも燃料の多様性が
ある。	


•  環境と効率の両立のための技術開発には，
エンジン，燃料双方からまだ余地があるの
ではないか。	


•  改良の余地が残る間，EVの出番は遅れる
かもしれない．	




Well-to-Wheel CO2排出の比較(ガソリンエンジン=1)とコスト 
                                                                     IPCC-AR4-
Chap.5 



Well-to-Whell CO2 ライフサイクル排出比較   IPCC-AR4-Chap5 



各種燃料種別のWell-to-Whell CO2削減率と課題	


IPCC-AR4-Chap.5  



EVとICVの要素比較	

ＩＣＶ	
 ＥＶ	


動力	
 エンジン(部品数
、重量とも大) 

モータ(シンプル
。永久磁石型で
は材料の問題) 

動力伝達装置	
 必須 不要。ただし現
在は装備	


動力制御	
 メカ＋電子制御 インバータ＋ 
電子制御	


排気ガス対策	
 複雑	
 不要	


エネルギー貯蔵	
 燃料タンク	
 電池(材料の問題) 



世界CO2排出と削減シナリオ　(IPCC-AR4-Chap5）	




道路の省エネ	


•  自動車の将来ではなく，交通システムの将来と考え
る．人流と物流，都市間と都市内，鉄道や船舶，航
空との協調など効率化の手段はいろいろあるのでは
ないか．	


•  物流の共同配送，ICT活用による運用の効率化の事
例が報告されている．	


•  混雑税，ロードプライシングは道路増強→混雑増加
の循環への対策となりうる．しかし代替手段のない
地域では単なるサービス低下にしかならない．	


•  地域に必要な交通と交通システムの中に自動車技
術を位置づけると，5人乗り自家用車を中心とする既
存システム以外のシステムのあり方をさぐるべき．	




わが国のEV, PIHVの導入効果	

問題点	


排出量取引	


再生可能エネルギーの利用	

緩
和
策	


低炭素社会(オフセット・ニュートラル) 

電動走行距離と電動車両普及予測を併せてCO2削減効果を評価	


低炭素社会(オフセット・ニュートラル) 

電気自動車(Electric Vehicle) 

低炭素社会(オフセット・ニュートラル) 

自動車産業	


一般向け販売	


ハイブリッド車(Hybrid Vehicle) 広く普及	


夜間電力で充電する機能を付加したプラグインハイブリッド車	

(Plug-in Hybrid Electric Vehicle)の開発，普及を目指す	


東京電力との2007年度共同研究 
 「関東エリアにおける自動車電化ポテンシャルの将来予測と評価」	




免許保有率将来予測	


上限値97.91 

若い年齢層はほぼ安定的であるが、高齢者の伸び率は大きい	


高齢者の免許保有率の急激な増加	




高齢者による自動車利用の現状	


私事でのトリップが多い	


高齢者も活発に移動	


徒歩の割合が多い	


しかし	


自動車利用も多い	


出典：東京都市圏PT調査	




移動目的の現状	

年齢階層別・目的種類別の移動目的	


男性	


女性	


出典：東京都市圏PT調査	


私事でのトリップが多い	


高齢者も活発に移動	


自動車利用機会の拡大	




代表交通手段構成比	


徒歩、鉄道の割合が減少し、
自動車の割合が大幅に増加	


徒歩の割合が減少し、自動車の割合が増加	


免許保有率の増加が原因	


優先順位：鉄道→バス→自動車→二輪車→徒歩 	




東京電力によるWebアンケートを元に、ＰＩＨＶの導入ポテンシャルと
CO2削減ポテンシャルを持つかを評価	


Webアンケート結果を元に，平均走
行距離を推計し，ガソリン走行の場
合と電力走行の場合のCO2排出量を
比較	


CO2削減量評価	


Webアンケート結果を元に，価格差
ごとの導入ポテンシャルを求めるモ
デル式を定式化	


導入ポテンシャル評価	


CO2削減ポテンシャルを評価	


・評価対象エリアを住宅種別，家族類型別，など細分化	


・既存の電源容量が，PHEVが普及した場合に	

  必要となる電力量を満たすか	




対象エリアとWeb調査データの概要	


調
査
目
的	
 

集
計
結
果	
 

・これまで地域、世帯構成、住居種別による自家用車の走行実態に関する公開
データがなく、電化ポテンシャル評価が困難。	
 

・そこで関東エリアを主体としたアンケートを行い、運用走行実態、運転者の環
境，コスト意識など、幅広い調査を実施。	
 

・調査結果を反映し、ＰＨＥＶ普及量の推計と環境効果について試算。	
 



対象エリア別走行パターン	


平日走行距離	
 

　・・・地方ほど長くなる	
 

休日走行距離	
 

　・・・都心ほど長くなる	
 

年間走行距離	
 

　・・・地方ほど長くなる	
 

‘ｋｍ／日	
 

‘ｋｍ／年	
 



世帯構成・住居別走行パターン	


　「地方エリア」	
 
　「単身世帯」	
 
　「若年層，45～54歳」	
 
　「集合住宅」	
 

　「都心エリア」	
 
　「複数世帯」	
 
　「55歳以上」	
 
　「戸建住宅」	
 　長	
 　短	
 

年間走行距離	
 



自動車の用途(平日）	


　地方ほど、通勤に自家用車を利用する割合が高い。	
 



評価方法の説明　 
CO2削減量評価	


F(X)= a + bln(X)を当てはめて推計	


走行距離	

(km) 

累
積
割
合	


図2　千葉埼玉の走行距離分布例	


Web調査データ結果	


グループ別　	

年間走行距離分布	


グループ別　	

平/休日間走行距離分布	


グループ別　平/休	

EVモードでの	

平均日走行	

距離の算出	


グループ別年　間利用率の算出	


グループ別	

EVモード年間走行距離の算出	


グループ別　	

平均年間走行	


距離の算出	


グループ別　	

平/休平均日走行	

距離の算出	


EV，ガソリンそれぞれの	
 CO2排出原単位を積算	


グループ別　1世帯当たりの	

CO2削減量の算出	


実際の世帯数に拡大	


対数関数として近似	


1 

1 1 



エリア別平均年間総距離(結果例-1) 



車両タイプ別平均年間走行距離の分布(結果例-2) 



平日休日別平均日間走行距離の分布(結果例-3) 



分析と評価の方法　(定式化） 

①  1日あたりの平均走行距離がxkm以下である割合(累積頻度分布)が、 F
(x)=a+bln(x)で与えるとすると，xの値域から最大・最小走行距離 Xminと
Xmaxを得る。 

②  平均走行距離は，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となる。 

③  EV・PIHVの電池による走行距離最大値をA(km)とする。このときEVモード
の平均走行距離は、次の式で表わせる。	


④　平日と休日の平均走行距離と年間走行距離を整合させるため、前者から
求めた｢年間平均走行距離」と後者の比を「自動車の稼働率」とする 

⑤ EV・PIHVのEVモード年間走行距離の電力消費と車種別ガソリン消費を
比較し、省エネルギー率、CO2排出削減率を推計	




ガソリン車，ハイブリッド車，ＰＨＥＶ車の仕様 

注）・軽自動車：	
 660cc以下の車両	
 

　　・小型自動車：660ccを超え2000cc以下の車両（1500cc相当車）	
 

　　・普通自動車：2001cc以上の車両（2300cc相当車）	
 

　　・東京農工大学とのＰＨＥＶ共同研究資料より抜粋	
 

＊車種別の概略仕様（PHEVについては電動走行20kmを想定）	
 



評価例 　東京地区と茨城・栃木他地区　平日・休日・年間の走行分布， 
ICEとEVモードの消費エネルギーとCO2排出量(電池容量20km) 

東京・神奈川地区	
 茨城・栃木他地区	




価格差と購入意思のモデル化 

図4　導入費用別PHEV購入割合(千葉埼玉) 

Sh(A) 

Sh(B) 

価格PA，PB 製品A，B 

ロジットモデルを使用	
1 

表1　設定価格差	


軽にスズキ/ツイン，小型にトヨタ/ 
カローラプリウス，普通にトヨタ/クラウンを使用	


導入ポテンシャル評価	


Web調査データ結果	

グループ別	


初期増分費用別	

購入割合	


グループ別	

PHEV購入割合の算出	


グループ別	

使用車種割合	


図3　導入ポテンシャルの算出フロー図	


1 



導入ポテンシャル評価結果	


千
葉
埼
玉	


茨
城
栃
木
群
馬	


現状価格差	
 価格差半分	


集合　親一人と子	


集合　夫婦と子	


集合　夫婦のみ	


集合　単身	

戸建　親一人と子	


戸建　夫婦と子	


戸建　夫婦のみ	


戸建　単身	


集合　親一人と子	


集合　夫婦と子	


集合　夫婦のみ	


集合　単身	

戸建　親一人と子	


戸建　夫婦と子	


戸建　夫婦のみ	


戸建　単身	


集合　親一人と子	


集合　夫婦と子	


集合　夫婦のみ	


集合　単身	

戸建　親一人と子	


戸建　夫婦と子	


戸建　夫婦のみ	


戸建　単身	


集合　親一人と子	


集合　夫婦と子	


集合　夫婦のみ	


集合　単身	

戸建　親一人と子	


戸建　夫婦と子	


戸建　夫婦のみ	


戸建　単身	


価格差別	


軽自動車	


小型車　	


普通車	
 1.8~3.3倍	

1.6~2.4倍	


1.8~3.0倍	

現状価格差	


価格差半分 

11~18% 

27~38%	


割合	
 車種別	

住宅種別	


集合	
戸建	
＜	


単身	
 夫婦のみ	

夫婦と子	
 親一人と子	


図5　導入ポテンシャル評価結果	


小型車が80% 
占める	




価格差と普及台数の差を考慮したCO2削減ポテンシャル
評価結果  

現状価格差	


価格差半分	
 EV20km 

EV50km 
千葉埼玉　戸建	


軽　(ICE＋ICE) 

小型(ICE＋ICE) 

普通(ICE＋ICE) 

軽　(ICE＋EV) 

小型(ICE＋EV) 

普通(ICE＋EV) 

軽　(ICE＋ICE) 

小型(ICE＋ICE) 

普通(ICE＋ICE) 

軽　(ICE＋EV) 

小型(ICE＋EV) 

普通(ICE＋EV) 

削減効果	


現状価格差 EV50km：価格差半分　EV20km ＝
	


3：4 

家族類型	

どちらも｢単身｣｢夫婦と子｣の削減効果が高い	


・現状価格差　EV50km 

・価格差半分　EV20km 

単身	

夫婦と子	


単身	

夫婦と子	


758t-CO2 
642t-CO2 
926t-CO2 
1034t-CO2 

2125t-CO2 

2924t-CO2 

図6　千葉埼玉エリア戸建住宅のCO2削減ポテンシャル 

単身	
 夫婦のみ	
 夫婦と子	
 親一人と子	
電動走行超過距離分	


排出量(t-CO2) 

排出量(t-CO2) 

価格差が小さくなる	
 普及が広がる	




電力需要量	


千葉埼玉	


茨城栃木群馬	


茨城栃木群馬	
千葉埼玉	


単
身	


夫
婦
叏
叠	


夫
婦
叉
子	


親
一
人
叉
子	


単
身	


夫
婦
叏
叠	


夫
婦
叉
子	


親
一
人
叉
子	


図7　電力需要量	


価格差半分	


EV50km 

10039MWh 

8185MWh 

東京電力の電力日間ピーク需要	
 64,000MW 

明け方(AM 0~6 時) 電力需要	
 24,000MW 
40% 

(最も電力を必要	

とするパターン) 

16% 

13% 
29% 69% 



千葉埼玉エリア，茨城栃木群馬エリアを住宅種別，家族類型別などに詳細に分類し	

Web調査データを元にPHEVの導入ポテンシャル及びCO2削減ポテンシャルを評価	


現状価格差では11~18%普及	

現状価格差の半分では27~38%普及	

価格差が半分になるとおよそ2~3倍導入	

割合が増える	


導入ポテンシャル評価	


結論	


CO2削減量評価	


全世帯がPHEVへ代替したとすると	

千葉埼玉エリア全体では79,740t-CO2 
茨城栃木群馬エリア全体では72,027t-CO2 
の削減効果	


・東京電力の供給量を超えず、 深夜電力の有効活用にも期待できる	


・エリア別住宅種別では千葉埼玉は戸建が，茨城栃木群馬は集合が	

　家族類型別では｢単身｣｢夫婦と子｣世帯において削減ポテンシャルは高い	


・現状価格差での電池容量50kmでは両エリア合計で7251t-CO2，	

  価格差半分での電池容量20kmでは両エリア合計で9300t-CO2削減できる	


・ 1日 20km EVモードで走行できるだけでも、環境・省エネルギー効果は大きい 
・ 新しい自動車保有の在り方を考えるチャンスかもしれない	




水素の可能性	


•  長期的には水素にまとまる．FCEVは理論的
には効率が高い．また様々なソースから合成
可能	


•  原子力による水素合成(改質，熱化学法)プロ
セスも提案されている．	


•  しかし，バイオマス，GTL，DMEなどの内燃
機関など既存インフラに近い自動車はなお競
争力を持つ．バイオマスベースなら，これらは
温暖化対策にもなる．EVも同様	


•  水素主流の時代は，インフラを含めると２１世
紀後半になるのではないか	




新しい自動車社会とEV，プラグインHVの可能性	

•  電池の容量の進歩には物理的限界がある．むしろエン
ジン自動車とは違う土俵で戦うべき．	


•  GO-STOPの多い短距離・中距離はEV・プラグインハ
イブリッドが効率的。	


•  EVは短距離に自家用車よりも地域共有システムに適
しているのではないか． 
→ ICTと組み合わせた制御･監視など	


•  地域コミュータなら，1充電で50km走行できれば用途
は広い．	


•  プラグインハイブリッドは中間的．できるだけEV優先．
ただしコストと重量はかさむ．	


•  水素・FCは長期的本命だが21世紀後半か。	




柏木、「スマートエネルギーネットワーク」、OhmBulletin、2009年11月	




柏木、「スマートエネルギーネットワーク」、OhmBulletin、2009年11月	




電力・給湯・冷暖房需要の推計	


図2　家族構成①(夏季平日)の電力・給湯需要	


図3　家族構成①(8/5,1/19)の冷暖房負荷	


表1　家族構成	


①ドライヤーの使用による電力需要のピーク	


②電子レンジの使用による電力需要のピーク	


③お湯張りによる給湯需要のピーク	


行為者が存在する部屋のみに使用される	


①

②

③
生活スケジュール自動作成プログラム「SCHEDULE ver.2.0」	


熱負荷計算ソフトSMASH 



解析結果①	


図5　ケース3のCO2重みに対する環境性、経済性推移	


表4　ケース2のCO2の重みに対する集光集熱、蓄電量	


図4　ケース2のCO2重みに対する環境性、経済性推移	


表5　ケース3のCO2の重みに対する集光集熱、蓄電量	


ＣＯ２の重み 0.01→0.99 

CO2排出量：79%削減	

コスト：約2.8倍増加	


ケース2 ケース3 
CO2排出量：94%削減	

コスト：約3.4倍増加	


集光集熱面積・蓄電容量（家族構成①の場合）	


集光面積・蓄電量容量 ： 両ケースとも増加	


集熱面積  :  両ケースとも減少 
→蓄電池とPVの利用は	

 コストが増加するがＣＯ２排出量削減に有効	




解析結果②	


図8　ケース2の供給電力詳細図（家族構成①・夏季平日）	


図9　ケース3の供給電力詳細図（家族構成①・夏季平日）	


ケース2 
・8:15まで購入電力を使用	


・アイロン使用による電力需要へ供給	


・電力需要が集中する夜間に使用	


ケース3 
・炊事による電力需要＋冷房需要
へ供給	


・入浴による給湯需要へ供給	


ケースによって蓄電池からの放出され
る電力の使用の仕方が変わる	




道路の省エネ	


•  自動車の将来ではなく，交通システムの将来と考
える．人流と物流，都市間と都市内，鉄道や船舶，
航空との協調など効率化の手段はいろいろあるの
ではないか．	


•  物流の共同配送，ICT活用による運用の効率化の
事例が報告されている．	


•  混雑税，ロードプライシングは道路増強→混雑増
加の循環への対策となりうる．しかし代替手段の
ない地域では単なるサービス低下にしかならない．	


•  地域に必要な交通と交通システムの中に自動車
技術を位置づけると，5人乗り自家用車を中心とす
る既存システム以外のシステムのあり方をさぐる
べき．	




次世代クルマ社会	


•  自動車は，世界的な社会インフラである．こ
とに，自動車以外の交通手段のない地域
では，多くの人々の生活を支えている．	


•  自動車による社会への参加は，時には情
報とは異なる生身のコミュニケーションを担
っている．	


•  自動車の将来技術は，都市と郊外の街づく
り政策と結びついてカーシェアリング，カー
レンタルに地域の生産･物流システム，リサ
イクルシステムと一体化したものであるべき．	




議論の総括	

•  日本の，高齢化社会，少子化社会，ICTインフラ，
環境対策などは，世界の今後の先駆けといえる．	


•  ここで適切な自動車社会を提案すれば，世界に
対する良い手本となり，またビジネスチャンスを提
供できる．	


•  新燃料技術，ハイブリッド自動車，プラグインハイ
ブリッド自動車は，石油資源のタイト化を考えると
アジア，世界の自動車社会への影響が大きい．	


•  水素社会に至る前に，既存の自動車技術，交通
システムにはできることがなお多い．	


•  2030年頃までには，都市，郊外の住まい方の多
様化とともにエネルギー源，交通システムとも多
様化し，移動距離と移動時間に応じた様々なシス
テムが登場するのではないか．	




理念と行動のレベル	


•  政策(Policy)　‐　理念、究極目標 
- 持続可能性、飢餓・貧困・格差のない社会 
　安全と安心の社会	


•  戦略(Strategy)　‐　Policy実現のロードマップ、行動の指針 
- 長期的視点に立つ国益の実現 
- グローバリゼーション、資源ナショナリズム 
- 規制、市場メカニズムの活用、技術開発目標 
- どのような対策を不確実下で推進するか	


•  戦術(Tactics)　‐　具体的行動計画、施策、制度 
- 排出権取引、炭素税、自主行動計画策定	


•  戦闘（Battle)　‐　実施、実現、遵守、罰則 
-  具体的行動、排出削減、適応策実施	




おわりに‐将来にビジョンを持つこと	


•  「意思決定は現在にのみ行われる。長期計画立案時に直面
する問題は、明日何をすべきかということではない。不確実
な明日の準備として、今日何をすべきかということである。」
(P.F.ドラッカー、”Technology, Management and Society”, 
1970)	


二十世紀の豫言　(報知新聞1901年1月2-3日)　｢This is 読売｣誌1998年1月号	

▲無線電信及電話　マルコニー氏発明の無線電信は一層進歩して只だに電信の
みならず無線電話は世界諸国に連絡して東京に在るものが倫敦紐育(ロンドン
・ニューヨーク)にある友人と自由に対話することを得べし	


▲遠距離の写真	
　数十年の後欧洲の天に戦雲暗澹たることあらん時東京の新聞
記者は編輯局にゐながら電気力によりて其状況を早取写真となすことを得べく
而して其写真は天然色を現象すべし	


▲植物と電気 	
電気力を以て野菜を成長することを得べく而してそらまめ碗豆は
橙大となり菊牡丹薔薇は緑黒等の花を開くものあるべく北寒帯のグリーンランド
に熱帯の植物生長するに至らん	


▲買物便法　写真電話によりて遠距離にある品物を鑑定し且つ売買の契約を整へ
其品物は地中鉄管の装置によりて瞬時に落手することを得ん	


▲鉄道の速力 	
十九世紀末に発明せられし葉巻煙草形の機関車は大成せられ
列車は小家屋大にてあらゆる便利を備へ乗客をして旅中にあるの感無からし
むべくただに冬期室内を暖むるのみならず暑中には之に冷気を催すの装置あ
るべく而して速力は通常一分時に二哩(マイル)急行ならば一時間百五十哩以
上を進行し東京神戸間は二時間半を要しまた今日四日半を要する紐育桑港
(ニューヨーク・サンフランシスコ)間は一昼夜にて通ずべしまた動力は勿論石炭
を使用せざるを以て煤煙の汚水無くまた給水の為に停車すること無かるべし	



